　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式１）
　　　　　　　　　　　　　　債権譲渡承諾依頼書                  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　　（契約担当者）　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔住所〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）　〔氏名〕　（委託者）○○建設㈱ 　　実印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役○○○○
　　　（委託者）　　（以下「甲」という。）と　　（受託者）　　（以下「乙」という。）間で締結の平
成　　年　　月　　日付け請負代金債権信託契約（以下「信託契約」という。）に基づき、甲は、甲が貴殿
に対して有する下記の請負代金債権を、乙に対して信託することといたしたく、つきましては、当該債権の
信託のための譲渡につき、工事請負契約書別記第５条第１項ただし書に規定する承諾を賜りますよう御依頼
申し上げます。なお、工事請負契約書別記第41条に規定するかし担保責任は当然のことながら甲に留保され
ることを申し添えます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　基本契約書　　［貴殿と甲の間で締結された平成　　年　　月　　日付け以下の工事請負契約書］
　　　　　　　　　　(1)　工事名    　　　　　　　　　　　　　　　　　工事
　　　　　　　　　　(2)　工事場所  　　　　　　　　　　　　　　　　　地内
　　　　　　　　　　(3)　工　　　期　　　平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで
　　　　　　　　　　(4)　請負代金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　請負代金債権の特定
　(1)　譲渡する債権の種類：別添平成　　年　　月　　日付け譲渡対象債権の特定に関する確認書記載の上
　　　　　　　　　　　　　記１の基本契約書別記第32条第１項に基づく請負代金のうち、未払金に係る支
　　　　　　　　　　　　　払請求権
　(2)　債権の総額        ：総額　金　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

　　　　　　　　　　　　　　債権譲渡承諾書                      
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　　　　（甲）　　　　　御中
　　　　（乙）　　　　　御中
　　上記につき承諾する。
　甲と乙間で締結の平成　　年　　月　　日付け信託契約に基づき、「平成　　年　　月　　日付け工事請
負契約別記第32条第１項に基づく平成　　年　　月　　日付け譲渡対象債権の特定に関する確認書記載の請
負代金のうち未払金に係る支払請求権」を信託のために債権譲渡することにつき、工事請負契約書別記第５
条第１項ただし書きの規定により、下記事項を条件として、ここにおいてあらかじめ異議を留めず承諾する。
ただし、本承諾によって工事請負契約書別記第41条に基づく甲の責任が一切軽減されるものではないことを
申し添える。
　債務者は、上記２②記載の金額を、本承諾書による承諾日以降（承諾日を含む。）、正当な債権者である
　　（乙）　　から適法な支払請求を受理した日から４０日以内（※）に、その支払に関する抗弁を一切主
張することなく　　（乙）　　に支払いを行う。なお、支払期日が県の休日に当たるときは、岩手県の休日
に関する条例（平成元年岩手県条例第１号）第２条に定める取扱いとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　甲及び乙が信託契約を誠実に履行すること。
２　乙は、甲から信託を受けた日の翌日から起算して３営業日以内に甲に対して受益権販売代金を支払うこ
　と。
３　乙は、甲から信託を受けた受益権販売代金支払債務と乙が甲に対して有する他の債権との相殺を行わな
　いこと。ただし、乙の信託報酬及び信託契約の履行に必要な諸手続の費用に係るものはこの限りでない。
４　乙は、甲に対し、受益権販売代金の振込先又は使途に関する条件を一切付さないこと。
５　甲は、本債権を第三者に二重譲渡しないこと。
６　甲及び乙は、債務者の承諾を得ないで、信託契約を変更又は解除しないこと。
７　乙は、受益権の信託契約に基づく販売に当たって、上記１～６の事項について投資家に対して明らかに
　すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（債務者）　　　　　　　　印
	
	 　　　確定日付印欄
	

	
	
	


（注）　委託者が共同企業体である場合においては、委託者の住所及び氏名の欄には、共同企業体の名称並
　　　びに共同企業体の代表者及びその他の構成員の住所及び氏名を記入する。
（※）　工事請負契約の性質上、４０日以内に支払うことが著しく困難な特殊の内容を有するものについて
　　　は、当事者（債務者及び乙）の合意により、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律
　　　第 256号）第７条に定める取扱いができるものとする。
